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説明資料説明資料説明資料説明資料    
平成平成平成平成 2222４４４４年年年年 3333 月月月月    新潟県新潟県新潟県新潟県    高齢福祉保健課高齢福祉保健課高齢福祉保健課高齢福祉保健課    

 

居宅介護支援居宅介護支援居宅介護支援居宅介護支援    

介護予防支援介護予防支援介護予防支援介護予防支援    



＜＜＜＜居宅介護支援居宅介護支援居宅介護支援居宅介護支援＞＞＞＞

目的 算定要件
改正後の加算・単価等

◆＝新規、◇＝一部修正、○＝修正なし
留意点

告示、
通知等

体制届

自立支援型の
ケアマネジメ
ントの推進

居宅介護支援の業
務が適切に行われ
ない場合

◇運営基準減算（減算要件に該当した場合）
　　所定単位数に７０／１００を乗じた単位数
　　→所定単位数に５０／１００を乗じた単位数

◇運営基準減算（減算状態が２月以上継続する場合）
　　所定単位数に５０／１００を乗じた単位数
　　→所定単位数は算定しない

●減算の考え方については、変更なし

1(2)H12告示20
　P61

2(1)H12通知36
　P367

質の高いケア
マネジメントの
推進

所定の算定要件・
人員要件を満たす
場合

○特定事業所加算Ⅰ　※現行どおり
　　５００単位/月

◇特定事業所加算Ⅱ
　　３００単位/月
　　※従来の加算要件に、Ⅰの要件の一部を追加

●特定事業所加算Ⅰ　　※現行どおり
＝(1)～(10)の算定要件（人員要件も含む）を全て満たす場合 →別紙参照

●特定事業所加算Ⅱ
＝(1)(3)(4)（6）（7）(9)(10)の算定要件を満たし、以下の人員要件を満たす場合→別紙参照
（従前の算定要件に(1)(6)(7)の３項目が追加）
○新たに追加された要件の考え方は特定事業所加算Ⅰと同様
○常勤の主任ケアマネ１名＋常勤専従ケアマネ２名＝計３名配置が必要
○人員要件のうち、「主任ケアマネ等」として21年度の特例的取扱いとしていた「主任ケアマ
ネ研修修了見込みの者」は廃止（主任ケアマネのみが要件該当）
○現在、体制届を届け出て、特定事業所加算Ⅱの算定をしている事業所は、算定要件追
加部分について新たに書類を提出する必要がある（→具体的な届出方法は、体制届通知
時に提示）

1(2)H12告示20
　P62

2(1)H12通知36
　P369～P370

必要

医療との連携
の推進・強化

利用者が「入院」す
る際、病院・診療所
へ利用者に関する
「必要な情報」を提
供した場合

（現行＝医療連携加算：１５０単位／月）
　　　　　　　　　　　　↓
◇入院時情報連携加算Ⅰ
　　２００単位／月
　　※病院又は診療所に対し、訪問して情報提供を
　　行った場合

◇入院時情報連携加算Ⅱ
　　１００単位／月
　　※病院又は診療所に対し、訪問以外の方法により
　　情報提供を行った場合

●入院時情報連携加算Ⅰ・Ⅱ共通事項
○利用者１人につき月１回を限度とする
○ただし、入院してから７日以内に、入院先へ情報提供した場合に限る
○加算Ⅰ、Ⅱの算定はいずれか一方に限る
○「必要な情報」とは、利用者の心身の状況、生活環境、サービスの利用状況をいう
○情報提供を行った日時、場所（医療機関へ出向いた場合）、内容、提供手段（面談、FAX
等）等について居宅サービス計画等に記録すること

1(2)H12告示20
　P62～63

2(1)H12通知36
　P370～Ｐ371

平成平成平成平成２４２４２４２４年度介護報酬年度介護報酬年度介護報酬年度介護報酬・・・・基準基準基準基準のののの改定内容改定内容改定内容改定内容

①①①①介護報酬関係介護報酬関係介護報酬関係介護報酬関係
 重要：必ず確認のこと！

提出方法等
は後日通知

 「特定事業所加算Ⅰ・Ⅱ」の具体的な算定要件は、別紙のとおり

＜例＞    

H24.4 H24.5 H24.6  

50／100 

減算適用 
算定しない 算定しない ・・・・・ 

50／100 算定しない（減算状態が続く限り） 

  

 





目的 算定要件
改正後の加算・単価等

◆＝新規、◇＝一部修正、○＝修正なし
留意点

告示、
通知等

体制届

利用者が「退院・退
所」し居宅にて居宅
サービス等を利用
する際、「病院・施
設等」職員と面談
し、「利用者に関す
る必要な情報」の
提供を受けた上で
居宅サービス計画
を作成し、居宅サー
ビス等の利用に関
する調整を行った
場合

（現行＝退院・退所加算Ⅰ：４００単位／月、
　　　　　　　　　退院・退所加算Ⅱ：６００単位／月）
　　　　　　　　　　　　↓
◇退院・退所加算：３００単位／回

●現行の「退院・退所加算Ⅰ・Ⅱ」を一本化
○入院・入所期間中に３回を限度として算定
○ただし、３回算定できるのは、そのうち１回について、入院中の担当医等との「カンファレ
ンス」に参加し、退院後の在宅での療養上必要な説明を利用者や家族に行った上で居宅
サービス計画を作成し、居宅サービス等の利用調整を行った場合に限る
　※当該カンファレンスは、医科診療報酬点数表の「退院時共同指導料２の注３」の対
　　象であること
○同一日に必要な情報提供を複数回受けた場合又は必要な情報提供の日とカンファレン
スの日が同一であった場

1(2)H12告示20
　P63

2(1)H12通知36
　P371

在宅患者緊急時等
カンファレンスに介
護支援専門員が参
加した場合

◆緊急時等居宅カンファレンス加算【新規】
　　２００単位／回

●利用者の病状急変や医療機関における診療方針の大幅な変更等の必要が生じた際
に、病院・診療所の求めにより、当該病院・診療所の職員と共に利用者の居宅を訪問し、カ
ンファレンスを行い、必要に応じて居宅サービス等の利用調整を行った場合に算定可
○利用者１人につき、１月に２回を限度として算定
○当該加算を算定する場合は、「カンファレンスの実施日（指導日が異なる場合は指導日も
あわせて）」、「参加した医療関係職種等の氏名」、「カンファレンスの要点」を居宅サービス
計画等に記載のこと
○当該カンファレンスを行う場合は、利用者

1(2)H12告示20
　P63

2(1)H12通知36
　P372

複合型サービ
ス事業所との
連携を評価

利用者が居宅サー
ビスから複合型
サービスの利用を
開始する際、利用
者に係る必要な情
報提供等を行った
場合

◆複合型サービス事業所連携加算【新規】
　３００単位／回

●加算算定の考え方は、小規模多機能型居宅介護事業所連携加算と同様

●介護支援専門員が複合型サービス事業所へ出向き、「利用者の居宅サービスの利用状
況等」の情報提供を行うことにより、複合型サービスにおける居宅サービス計画の作成に
協力した場合に算定可
○利用者が複合型サービスの利用を開始した場合のみ算定可
○ただし、当該複合型サービス事業所について、利用開始日前６ヶ月以内に当該加算を算
定した利用者は算定不可

1(2)H12告示20
　P63

2(1)H12通知36
　P372

医療との連携
の推進・強化



目的 算定要件
改正後の加算・単価等

◆＝新規、◇＝一部修正、○＝修正なし
留意点

告示、
通知等

体制届

ケアマネジメ
ントの際、特
に労力を要す
る者に関する
業務を評価

「独居高齢者」へ支
援を行った場合

◇独居高齢者加算
　　１５０単位／月
　　※「独居」の判断方法について変更あり

●「独居」の判断方法
○従前の利用者からの独居の申立てがあった場合、利用者の同意を得た上で「住民票」で
単身世帯の有無を判断する取扱いを廃止
○介護支援専門員のアセスメントにより単身で居住していると認められる場合に算定でき
ることとされた
　（当該アセスメントの結果をプランに記載。また、少なくとも月に１回、利用者の居宅を訪問
し、単身で居住の旨確認し、その結果をプランに記載することについては、従前どおり）

2(1)H12通知36
　P371～372

②②②②人員基準関係人員基準関係人員基準関係人員基準関係

目的 内容 改正（変更）点 留意点

介護予防支援に関
する居宅介護支援
事業所への業務の
委託制限

居宅介護支援事業所の介護予防支援業務の受託上
限（＝常勤換算方法にで算定した介護支援専門員１人
あたり８件以内）の廃止

●居宅介護支援事業所における留意事項
○居宅介護支援費の逓減制については、従前どおり、介護支援専門員１人当たり４０件を
超えた場合に超過部分に適用される
○受託にあたっては、居宅介護支援の業務量等を勘案し、本来行うべき居宅介護支援業
務の適正な実施に影響を及ぼすことのないよう配慮すること

●介護予防支援事業所における留意事項
○受託する居宅介護支援事業所が本来行うべき居宅介護支援の業務の適正な実施に影
響を及ぼすことのないよう、委託する業務の範囲・業務量について十分配慮すること

省令、
通知等

〔居宅介護支援〕
1(11)H11省令38
　P249
2(7)H11通知22
　P540

〔介護予防支援〕
1(12)H18省令37
　P253
2(8)H18通知0331003等
　P543

＜＜＜＜居宅介護支援居宅介護支援居宅介護支援居宅介護支援・・・・介護予防支援介護予防支援介護予防支援介護予防支援　　　　共通共通共通共通＞＞＞＞







介護報酬改定介護報酬改定介護報酬改定介護報酬改定資料資料資料資料    ～～～～居宅居宅居宅居宅介護支援介護支援介護支援介護支援及及及及びびびび介護予防支援介護予防支援介護予防支援介護予防支援にににに係係係係るるるる告示告示告示告示・・・・通知通知通知通知（（（（抜粋抜粋抜粋抜粋））））～～～～    

 

※ ページは、Ｈ24.2.23全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議  

別冊資料のページ 
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１ 指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準         ･･･Ｐ61～63 

（平成12年厚生省告示第20号） 

 

２ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準        ･･･Ｐ249 

（平成11年厚生省令第38号） 

 

３ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等  ･･･Ｐ253 

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

（平成18年厚生労働省令第37号） 

 

４ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所   ･･･Ｐ366～372 

サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定 

居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施 

上の留意事項について（平成12年３月１日老企第36号厚生省老人保健 

福祉局企画課長通知） 

 

５ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について    ･･･Ｐ537～540 

（平成11年７月29日老企第22号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

 

６ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等  ･･･Ｐ543～545 

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準について 

（平成18年３月31日老振発第0331003号老老発第0331016号厚生労働省 

老健局振興課長、老人保健課長連名通知） 

 

 

当該資料は、平成24年２月23日時点での厚生労働省案を抜粋して作成したものであり、改正後の省令、

関係通知により変更がある場合がありますので、ご留意下さい。 




